
第１２２号議案 

   足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成１９年１２月１９日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

   足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 足立区職員の退職手当に関する条例（昭和５０年足立区条例第１５号）

の一部を次のように改正する。 

 第７条第１項第２号中「２５年」を「１５年」に、「１００分の２１

０」を「１００分の１９０」に改め、同項第３号中「２６年」を「１６

年」に改め、同項第４号中「３２年」を「３３年」に、「１００分の１

１０」を「１００分の１５０」に改め、同項第５号中「３３年」を「３

４年」に、「１００分の５０」を「１００分の６０」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、付則第５

項の規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の足立区職員の退職手当に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）第７条第１項及び第８条第１項の規定に

該当する者のうち、平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日ま

での間に退職したものに対して支給する退職手当の基本額は、これら

の規定にかかわらず、退職日給料月額（改正後の条例第５条第１項に

規定する退職日給料月額をいう。以下同じ。）（改正後の条例第９条

の２の規定に該当する者については、同条の規定により計算した額）

に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合

を乗じて得た額の合計額とする。 

 （１） １年以上１０年以下の期間については、１年につき１００分



の１４０ 

 （２） １１年以上１５年以下の期間については、１年につき１００

分の２００ 

 （３） １６年以上２５年以下の期間については、１年につき１００

分の２０５ 

 （４） ２６年以上３０年以下の期間については、１年につき１００

分の２００ 

 （５） ３１年以上３２年以下の期間については、１年につき１００

分の１３０ 

 （６） ３３年以上の期間（次号に掲げる期間を除く。）については、

１年につき１００分の１００ 

 （７） ３４年以上の期間については、１年につき１００分の５５ 

３ 前項の規定により計算した金額が、退職日給料月額（改正後の条例

第９条の２の規定に該当する者については、同条の規定により計算し

た額）に５９．２を乗じて得た額を超える場合は、同項の規定にかか

わらず、その乗じて得た額をもってその者に対して支給する退職手当

の基本額とする。 

４ 前２項の規定は、改正後の条例第９条の３第１項、第１２条の２、

付則第９項から第１１項までの規定に該当する者（改正後の条例第７

条第１項及び第８条第１項の規定に該当する者に限る。）に対して支

給する退職手当の基本額の計算について準用する。 

 （足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改

正） 

５ 足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１

９年足立区条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

  付則第１項中「平成２２年４月１日」を「日本年金機構法（平成１

９年法律第１０９号）の施行の日」に改める。 

 

 （提案理由） 



 退職手当の支給率を見直す必要があるので、この条例案を提出いたし

ます。 


